各行政機関の役割

１機関連携の基本
　　障害者の相談支援に関わる行政機関には、区の支援課以外に区の保健センター、専門機関として早期療育機関として総合療育センター、就学時期には特別支援教育相談センターなどもあり、各機関がその役割に応じて様々な支援やサービスの提供を行っています。

そのため、多様な課題に対する相談支援では、複数の福祉サービスを組み合わせたり、複数の関係機関や地域の様々な社会資源と連携を取り、それぞれの役割を持ちながらチームとして対応をする必要があります。

　(1)連携の取り方（チーム作り）の中心、呼びかけ役

支援課や障害者生活支援センターが相談を受け、他の機関と共同してアセスメントや支援を行う必要がある場合は、(3)のように、調整会儀を開き協議をすることを基本とします。

調整会議の開催は支援課が主体となり、要綱に基づいて障害者生活支援センターの出席を必ず求め、他機関への出席依頼も行うことになっています。
また、すでに他の機関が支援の中心になっており、その機関が会議を開催する場合には、支援課も連携機関として積極的に参加し、支援を行うチームの一員となる必要があります。

　(2)連携のあり方（支援の主体が他の機関になる場合）

　　　　例えば早期療育は総合療育センターのように、ニーズに応じた対応が一つの機関で可能であれば、相談者に情報提供し、紹介をします。
　　　　その際、紹介先の機関がどのような支援を行うのか、丁寧に相談者に説明する必要があります。

また、紹介の際には、本人、家族の了解を得て、紹介先に事前に連絡をするなどの配慮が必要です。

　(3)連携のあり方（支援の主体や連携方法が明確でない場合）（役割に応じて連携し共同で支援をする場合）

　　　　支援課が、調整会議を開催し、情報交換、支援方針・支援計画の策定、各機関の役割分担の明確化などを行うことを原則としています。
ただし、緊急性の高い場合や調整会議の開催が困難な場合には、ケースワーカーが関係機関と連絡をとり、調整会議に代わる役割（関係機関を繋ぐコーディネーター）を果たさなければなりません。
· 相談者に対しては、支援を行うために関係機関連携を行うことを、事前に説明することが必要です。（ただし生命に関わるような緊急事態は別）
２各行政機関の役割（障害児者に係る主なもの）

(1)区保健センター

ア　母子保健及び成人保健に関すること。
イ　歯科保健に関すること。
ウ　精神保健に係る一時相談に関すること。
エ　栄養指導及び食生活改善に関すること。
オ　訪問指導に関すること。
カ　保護者のない精神障害者の医療保護入院の同意に関すること。

　(2)保健所（精神保健課）℡：８４０－２２３４・２２２３

精神保健に関するさまざまな相談を精神保健福祉相談員・保健師等が行う。
(3)こころの健康センター℡８５１－５７８７
ア　精神保健福祉に関する相談（様々な心の悩みやひきこもり、思春期問題、アルコール・薬物問題など）
イ　精神的な疾病や障害に関する情報の提供
ウ　精神障害者保健福祉手帳や自立支援医療費支給に関する判定（※申請窓口や問合せは、各区支援課）

(4)障害者更生相談センター℡６４６－３１２８
ア 身体障害者関係
 　　　補装具の交付判定や自立支援医療（更生医療）の給付判定、その他福祉に関する相談。
イ 知的障害者関係

 みどりの手帳（療育手帳）に関する障害程度の判定、その他福祉に関する相談。
ウ 在宅訪問相談事業
 福祉用具や家屋改修、介助方法についての専門的な助言。
エ 身体障害者手帳・療育手帳に関する業務
各区支援課で受けた障害者手帳の交付申請書に基づいて、障害の認定及び手帳の発行。
(5)障害児者総合支援センター
ア就労支援　℡８５９－７２６６
　障害者の就労の促進を図るため、ジョブコーチの派遣や雇用創出コーディネーターの事業所訪問による実習の場、就労の場の拡大を行うとともに、職場定着のための離職予防事業を行う。

イ授産支援
　授産施設等に対して商品の開発、製造指導を行うとともに、販売ルートの拡大を図るなど、障害者の工賃の増加につながる支援を行う。

ウ発達障害者支援（発達障害児者支援センター）℡８５９－７４２２

発達障害者（児）が自分らしさを発揮し、充実した生活を送れるように、保健、医療、福祉、教育、労働などの関係機関と連携しながら、本人やその家族に対する支援を行うとともに、地域の支援体制の充実を図る。

　※継続的相談は、18歳以上の方が中心。児童については、相談を受け、総合療育センターひまわり学園や特別支援教育相談センターなどに紹介する。

　　エ生活支援

各区の障害者生活支援センターの拠点型と、中央区の担当を兼ねる生活支援センターを施設内に設置。生活上のさまざまな問題について、障害者が身近な地域で安心して相談できるようにするとともに、拠点として、各区の生活支援センターへの助言指導、相談技術向上のための研修会の開催などを行う。
オ社会参加支援

地域生活をする上で必要なルールやマナーを身につけるための教室・講座などを開催するとともに、就職や就労に必要な技術の習得のため、就職活動研修やパソコン研修などを行う。

(6)総合療育センターひまわり学園℡６２２－１２１１

療育センターさくら草℡７１０－５８１１

医療、福祉、教育が一体となって心身に障害のある乳幼児の早期発見・早期療育を行うとともに、その障害に応じた療育を総合的に行い、心身に障害がある方の福祉の増進を目的とした施設で、以下の機能があります。
○外来部門（相談検査施設）：診療所を設置しており、診察のうえ、発達や障害に応じて医学的治療や個別的・集団的訓練及び指導を行います。
○通園部門：就学前の心身に障害のある児童に対し、個別的・集団的訓練及び指導を行う通園施設です。
２医療機関との連携

　　医療機関との連携は、診断書や様々な意見書を求める以外に、ともに障害者の生活を支える機関として、本人家族等についての情報交換を行う、医師から助言を受けるなど、支援をするチームの一員として、それぞれの役割を持って連携を図ることが必要です。主な内容としては、
(1)アセスメントの一環として、障害や病気の状況、留意点、今後の見通しなどを聞く。

(2)調整会議等で検討した支援方針、支援内容を伝え、協力を依頼する。
(3)相互に得た情報をもとに、状況の再確認や支援内容の見直しを行う。
　(4)利用者が伝えられない情報を、医師に伝える。（例えば、薬を飲んで眠くなる、体がふらつく、などの大切な情報）
　　医療機関側のケースワーカーや受付窓口等を通して、趣旨を説明し、医療機関訪問の日時の調整を依頼する必要があります。
３その他の社会資源の活用
　　行政機関以外に障害者生活支援センターや居宅介護事業所、ＮＰＯ法人、ボランティア団体、障害者の家族会など、地域で様々な形で障害者支援を行っている所があります。支援課では、これら区ごとに活用できる資源の情報を日頃から把握しておく必要があります。
　　障害者自立支援法の規定以外のサービスも多くあるため、法定内サービスと組み合わせる、単独で利用するなど柔軟に活用できます。
　　利用にあたっては、事前に問い合わせを行い、利用可能かどうかの確認をした上で丁寧に紹介をすることが原則です。

　(1)障害者生活支援センター

　　　障害者及びその家族、支援機関を対象に相談支援を行い、地域での自立と社会参加を促進するために、各種情報の提供や一人ひとりに応じたサービスの利用援助、関係機関との連絡調整などを行っています。
　　　各区に設置されていますが、区によっては、三障害を対象とするセンター一ヶ所の区と精神障害者を対象とするセンター、知的障害身体障害を対象とするセンターの二ヶ所が設置されている区があります。

　(2)障害福祉サービス事業所（例えば、居宅介護事業所は、ヘルパー派遣を通して、利用者の日頃の生活状況を把握しているため、生活課題の把握や支援方針を立て、連携した支援を行うことができる。）　

　(3)地域活動支援センター等（上記と同様に日中活動の場として生活の様子を把握したり、連携した支援を行うことができる。）
(4)ＮＰＯ法人（各法人ごとに、事業の内容が違っているが、総合的には児童から成人、高齢者まで幅広い年齢層を対象に、内容もレクレーションや日中活動の場の提供から相談支援、各種研修の開催など幅広い。）
　(5)ボランティア団体（ＮＰＯ法人と同様に様々な活動を行っている。活動状況については、社会福祉協議会、市民活動サポートセンター等のＨＰから情報を得ることができる。）
　(6)障害者の家族会等（障害種別に当事者会や家族会などがあり、独自に研修会やレクリエーション、ピアカウンセリングや相談会などを行っている。）
　(7)幼稚園･保育園（就学前の児童が日中活動や集団経験ができる場として、総合療育センターと連携を取りながら利用するなどの方法がある。）

　(8)児童センター（特に障害児のための施設ではないが、子供同士の交流経験、小グループでの遊び体験の場としての利用が検討できる。）

　(9)その他（公民館、コミュニティセンターなどでは、創作活動など様々な講座が市民活動の一環として開催されている。市報等で情報入手が可能である。）
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